
計算書類に対する注記（法人全体用） 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

  ① 満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）によっている。ただし、取得価格と債券

金額との差額について重要性が乏しい満期保有目的の債券につ

いては償却原価法を適用しない。 

  ② 満期保有目的以外の債券以外の有価証券 

    時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により

算定）によっている。 

    時価のないもの：移動平均法による原価法によっている。 

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。 

（３） 固定資産の減価償却の方法 

平成１９年３月３１日以前に取得をしたものについては旧定額法、平成１９年 

４月１日以降に取得したものについては定額法によっている。 

（４） 引当金の計上基準 

  ① 賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上して

いる。 

  ② 徴収不能引当金 

回収見込額を個別に見積り、回収不能見込額を徴収不能引当金として計上している。 

    ③ 退職給付引当金 

      期末要支給額で計上している。 

  （５） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

  （６） リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。 

 

２．法人で採用する退職給付制度 

独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入し

ている。さらにこれを補完する目的で、鳥取県社会福祉協議会の実施する退職共済制度

に加入している。なお、鳥取県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入できない

職員については当該制度に基づいた退職金を法人から支給をする。 

 

３．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分 

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。 

（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第 1号第 1様式、第 2号第 1様式、第 3号第 1様式） 

  （２）事業区分別内訳表（会計基準省令第 1号第 2様式、第 2号第 2様式、第 3号第 2様式） 

    当法人の拠点区分は１つであるために作成していない。 



  （３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第 1 号第 3 様式、第 2 号第 3様

式、第 3号第 3様式） 

    当法人の拠点区分は１つであるために作成していない。 

（４）各拠点区分におけるサービス区分の内容 

    玉真園拠点区分（社会福祉事業） 

    「法人本部」「軽費老人ホーム玉真園」 

「ホームヘルパーセンター玉真園」「ケアプランセンター玉真園」 

 

４．基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

（単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 97,702,932 0 0 97,702,932 

建物 109,049,099 2,959,000 15,015,867 96,992,232 

合 計 206,752,031 2,959,000 15,015,867 194,695,164 

 

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 

   該当なし 

 

６．担保に供している資産 

   該当なし 

 

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

（単位：円） 

資産の種類 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

土地（基本財産） 97,702,932 0 97,702,932 

建物（基本財産） 698,524,384 601,532,152 96,992,232 

建物（その他の固定資産） 3,166,000 3,165,997 3 

構築物 1,648,500 1,648,499 1 

車両運搬具 4,805,940 2,691,776 2,114,164 

器具及び備品 20,561,678 18,339,954 2,221,724 

合  計 826,409,434 627,378,378 199,031,056 

 

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。 

（単位：円） 

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益 

第１２２回地方公共団体金融機構債券 9,946,564 9,870,690 △75,874 

合  計 9,946,564 9,870,690 △75,874 



 

９．関連当事者との取引の内容 

該当なし 

 

10．重要な偶発債務 

該当なし 

 

11．重要な後発事象 

該当なし 

 

12．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け 

   該当なし 

 

13．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明

らかにするために必要な事項 

該当なし 


